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1990年代からはじまったグローバル化と知識情報社会の到来によって，高度人材の獲得が国の競争力
の源泉のひとつと見なされるようになった。高度な科学技術や文化に立脚する一方で言語や社会習慣の
独自性が強い日本において，この高度人材の獲得に大きな役割を果たすのが留学生の受け入れであり，
留学交流の促進・拡大は長年の大きな政策課題と考えられてきた（佐々木 2009，横田 2012）。 

2008年に開始された「留学生３０万人計画」は，「高度人材受け入れとも連携させながら，優秀な留学
生を戦略的に獲得していく」という，留学生受入れを国家的戦略として高度人材獲得と直接結びつけた
計画となっている（栖原 2010，原田 2010）。1983 年に始まった「留学生受入れ 10 万人計画」達成の過
程で明らかになった日本留学への経路及び入学者選抜の複雑さ，教育機関及び生活環境の未整備の課題
を改善するために，「留学生 30 万人計画」では，留学生受入れにおいて入試・入学の入口から卒業・終了
後の出口まで一貫性のある支援が提唱された。また，「入口」，すなわち入学に関わる改善策として，英語
による学位取得プログラムが整備され，大学院を中心として，留学生が母国の既存の資格・検定試験や
GPA を活用した渡日前入学許可が行われるようになった。他方で，学部入学においては，未だに来日後
に筆記試験形式で入学の可否が決定されるケースが多い。特に日本の高等教育機関における入学者選抜
制度は，国際的視点からも強い独自性を持っていると指摘されており，これは留学生の入学者選抜にお
いても例外ではない（太田 2004，佐々木 2009）。留学生の母国における高等学校の卒業証明書や成績証
明書はあくまで出願資格を確認するための書類であり，多くの大学はそれぞれ独自の方法で，日本人学
生とは別枠で留学生を対象に書類審査，学力検査，面接，小論文，その他の能力・適性等に関する検査，
日本留学試験，日本語能力試験などを活用した入学者選抜を実施している。 
国際的に見た場合，世界の留学生受入れ主要国（米国，豪州など）や新興国（中国，韓国など）におい

ては，高等教育機関への進学をめざす留学生に対しては，大学附属の教育機関が進学に必要な教育を行
うことが主流となっている。これに対し，日本では，大学附属機関における進学予備教育は極めて少な
く，本来は語学教育機関である日本語教育機関（以下日本語学校）が主に進学予備教育を行う独特な構造
となっている。日本語教育機関実態調査から，2015 年度日本語学校を卒業した 29,413 人のうち 22,685
人（77.1％）が高等教育機関へ進学し，その中でも専門学校への進学者が 13,305 人（58.7％）と最も多
く，次に 4 年制大学が 6,402 人（28.2％），大学院（研究生含む）が 2,393 人（10.5％）となっている。
このことから，日本の留学生受入れ構造において日本語学校は進学予備教育機関として，私費留学生が
次の高等教育機関へと円滑に進学するための役割を担っていることがわかる。すなわち，高等教育機関



が有する留学生選抜制度の独自性と日本語学校が大学入学の実質的予備教育機関として役割を果たす構
造は，日本の高度人材の受け入れのあり方にも大きな影響を及ぼしている。 
なお，2011 年の東日本大震災の影響や，従来の主な派遣元の国である韓国や中国などで自国の高等教

育の発展が進行したことにより，日本が受け入れている留学生の構成は近年急激に変化している。具体
的には，中国，韓国などの漢字圏からの留学生が減り，ベトナムやネパール等の非漢字圏からの留学生が
増加している。特に 2016年 5月 1日現在でベトナムからの留学生が 53,807人と前年比で 38.4％増加し，
最大の中国人留学生数 98,483 人（前年比 4.6％増）との差を縮め，派遣元の主要国のひとつとなった。
こうした留学生の出身国の構成の変化は，日本で働く外国人労働者の構成にも実質的な影響を与えてい
る。すなわち、日本語学校は高度人材の源となる留学生の重要な入口の一つであり、日本語学校が変化す
る環境に対応しつつ，質の高い日本語教育及び進学予備教育を展開していくことは，高等教育機関に入
学する留学生の質や量の向上につながることが考えられる。従って、入試制度の変化や進学先の多様化
に対応して日本語学校が展開している進学指導の取組みやその内容について実態を探り，具体的な事例
に基づいた分析を行うことが必要となる。 

2014 年 6 月から 2015 年 5 月まで近畿地方の日本語学校 20 校を対象に行った質問紙及びインタビュ
ー調査から、進学予備教育及び指導体制の実態を探ることができた。進学予備教育の体制としては，従来
の教育体制である①日本語の能力に基づく編成体制，②授業外の特別授業枠としての編成体制，③選択
科目としての編成体制，④進学希望先によるコース編成体制がみられる。主に設置形態として学校法人
及び準学校法人を有する日本語学校において③と④の体制がみられることに対して，その他の法人形態
では①と②の体制がみられ，進学予備教育を実施する際に経済資源が限られている株式会社や有限会社
などの設置形態において従来の教育体制を維持している様子である。また，進学指導体制としては，①担
任教師の担当体制，②専任教員を軸とした担任教師との連携体制，③進学支援組織を中心とした担任教
師との連携体制がみられる。多くの日本語学校において、日本語教育や学校経営などを本務としながら
進学指導を兼務として行う①と②の進学指導体制の展開を見せるが，指導体制を強化するために教師間
の情報交換の場や二人の担任教師による指導体制などの工夫を通して，指導担任の指導経歴や情報蓄積
の差という弱みを補おうとする試みがみられる。 
そこで、本報告では、調査校の中で 2010 年以後に進学の教育内容及び指導体制に関して大きく見直し

を行った 3 校を事例として取り上げ、留学生の進学予備教育及び指導をめぐる事例研究の分析結果を踏
まえて日本特有の入学試験・入学者選抜に留学生が対応できるよう支援する日本語学校の進学予備教育
及び指導の特徴と課題について，進学支援の現場の視点から検討する。 
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